第１章　自治体出資公益法人の現状

1.　簡単な経緯と現状

(１)　自治体出資公益法人とは

　　　自治体出資公益法人とは、ここでは「基本財産に自治体が出資している」公益法人とする。基本的には自治体が100％出資して設立した公益法人である。現在の自治体出資公益法人は、およそ1,800法人あるといわれている。

　　　なお国には、国所管の行政委託型公益法人という概念がある。これは、法令等に基づき事務の委託・推薦等を受けている法人のことをさしている。「平成19年度公益法人に関する年次報告（公益法人白書）」によれば、2006年10月１日現在の国所管行政委託型公益法人は、412法人である。また同報告によれば都道府県所管の行政委託型公益法人は1,319法人である。これら法人は、国や都道府県の出資があるか否かは問うものではない。

　　　公益法人白書では、国および都道府県所管公益法人に対する補助金・委託費等の状況も報告されている。2006年度決算ベースによれば次のような状況になっている。もちろんこれら法人も、国や都道府県の出資があるか否かは問うものではない。

	所管官庁
	補助金・委託費の総額

（億円）
	交　付　法　人　数

（法人）

	国
	3,777

（4,444）
	930

（944）

	都道府県
	7,269

（7,278）
	6,645

（5,417）


　　　　　　　　＊（　　）は2005年度決算ベース。

　　　　　　　　　市区町村からの委託等は含まれない。

　　　公益法人白書にあるように、自治体の財政支出（補助・委託）の割合が高い民間設立法人もあるが、ここではもっぱら自治体出資公益法人に限定して考えるものである。そこで問題になるのは、自治体からの受託事業である（課題と対応は次章以降で）。自治体からの受託事業については、当然、指定管理者制度による管理代行も含まれる。

(２)　自治体出資公益法人の事業の変化

　　　自治体出資公益法人の業務は、主に次の２つに分類される。

　　①　基本財産の運用（利子収入）によって公益事業を行う（財団）

　　②　行政からの受託事業を行う（財団、社団）

　　　自治体出資法人の事業が大きく変化するのはバブル崩壊以降である。それは、バブル崩壊以降の低金利政策のもとで、財産運用による収益はほとんど望めなくなってしまったからである。そして今、ほとんどすべての出資法人は、自治体からの受託事業に頼らざるをえなくなっている。

　　　また、バブル崩壊以降の行財政改革の中で、自治体の組織のスリム化と人員削減の１つの手法として出資法人を設立、または既存の法人を活用（基本財産の出資を増やす）して、業務を委託する自治体が急増したが、これら法人の収益のほぼ100％近くは自治体からの受託事業である。

(３)　「公の施設」の管理受託

　　　「公の施設」が地方自治法に位置づけられた経緯は次項で述べるが、自治体出資法人が管理受託者となるのは、当初は1980年代の財政危機の時であり、その中心は都道府県や政令市であった。

　　　市区町村においては先述のように、1990年代のバブル崩壊以降がきわめて多い。バブル崩壊以降の政府の景気対策は、都道府県のみならず市区町村にも財政出動を強制し、その結果はハコ物、つまり「公の施設」の新設ラッシュとなったのであり、その管理の受け皿となったのが自治体出資法人であった。

　　　1990年代はしたがって、都道府県、市区町村を問わず、自治体行政改革と「公の施設」の急増という２つの要因がからみあって自治体出資法人の管理受託が増えたことになる。現に、さきの公益法人白書においても、都道府県所管の行政委託型法人の業務は「施設・設備の管理・運営が最もおおくなっており、国所管法人とは異なった傾向がみられる」と指摘している（国所管法人の場合は、約７割が検査等の委託また推薦を受けている法人である）。

2.　「公の施設」と自治体出資法人

(１)　「公の施設」と「管理委託」の新設

　　　「公の施設」は1963年の地方自治法改正によって新設されたものである（第244条）。その時の改正の趣旨は、それまでの「営造物」という財産管理の観点からではなく、「公の施設」という市民になじみやすい名称とともに、行政的管理の見地から新たに１章を設けたとされている。

　　　そしてこの改正の際、第244条の２として「公の施設」の管理についても定められ、その管理を委託する場合には条例に定めることによって、「公共団体又は公共的団体」に委託することができるとされたのである。この「公の施設の管理の委託」のことが、「管理委託」と称されてきたものである。「管理委託」が通常の業務委託と異なる点は、施設の維持管理とその施設で実施する事業を、通常の場合１つの団体に委託することであって、このことから「丸ごと委託」ともいわれてきたものである。

(２)　管理委託団体の拡大と利用料金制の導入

　　　さらに、1991年には「公共団体又は公共的団体」が「普通地方公共団体が出資している法人で政令で定めるもの又は公共団体又は公共的団体」に改められた。この主旨は、いわゆる第三セクター（自治体出資の株式会社）にも管理委託できる範囲を広げたものとされている。またこの改正の時、利用料金制も新たに導入された。利用料金制は、利用料金（あるいは使用料）を公の施設の管理受託者の収入にできる道を開いたものである。

(３)　指定管理者制度の導入

　　　指定管理者制度は、2003年の地方自治法改正によって、それまでの管理委託に代わって導入された。その主な特徴を列記すれば以下のとおり。

　　①　管理委託が自治体と管理受託者との契約によって行われてきたが、指定管理者制度は自治体による指定団体の選定、議会の承認という「行政処分」によって行い、自治体と指定団体とは「協定」を締結する。

　　②　管理委託は契約に基づく委託であったが、指定管理者制度は管理代行である。

　　③　指定団体は、団体であればよい。株式会社、ＮＰＯなど、管理代行できる団体を拡大した。

　　④　管理委託における委託期間は条例で定めることとされ、実態は毎年同じ団体を更新してきたが、指定管理者制度は必ず指定期間を設けることとされた。
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